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　　　　　　　　　　　　　　　　区　分　 　　　　歳　　　　　　　　　　入　　　　 　　　　歳　　　　　　　　　　出　　　　

　 う  ち  繰  入  金            　　

　会  計  別　　　　　　　　 予 算 額 繰入もとの会計  予 算 額  繰出先の会計  予 算 額

　　　　　　　　　　　　 千円 　　　　　　　　 千円 千円 　　　　　　　　 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 国民健康保険事業 1,208,636

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 後期高齢者医療事業 433,332

一 般 会 計 54,569,000 54,569,000 農 業 共 済 事 業 11,538

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 介 護 保 険 事 業 1,714,374

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 用地先行取得事業 485,970

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 中央北地区土地区画整理事業 535,613

国民健康保険事業 20,356,430 一 般 会 計 1,208,636 20,356,430 　　　　　　　　 　　　　　　

後期高齢者医療事業 2,923,139 〃 433,332 2,923,139 　　　　　　　　 　　　　　　

農 業 共 済 事 業 12,010 〃 11,538 12,010 　　　　　　　　 　　　　　　

介 護 保 険 事 業 11,687,281 〃 1,714,374 11,687,281 　　　　　　　　 　　　　　　

用地先行取得事業 2,648,106 〃 485,970 2,648,106

中央北地区土地区画整理事業 3,254,759 〃 535,613 3,254,759 　　　　　　　　 　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　  A 　　　　　　　　　　　　　　 　　　  　C 　　　　　　　　 　　　　　　

　　合　　　　計            　　95,450,725 4,389,463 95,450,725 4,389,463

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　B 　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　D

　　重　 複　 額          　　─ 　　　　　　　　 4,389,463 　　　　　　 　　　　　　　　 4,389,463

　　　　　　　　　　　　 A-B 　　　　 　　　　　　　　　　　　　　  C-D 　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　

　　純　　　　計            　　91,061,262 　　　　　　　　 ─ 91,061,262 　　　　　　　　 ─

 予 算 額 

　　 う  ち  繰  出  金            　　

平 成 ２９年 度 各 会 計 別 予 算 総 括 表

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計
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頁 頁

01 市 税 01 議 会 費

02 地 方 譲 与 税 02 総 務 費

03 利 子 割 交 付 金 03 民 生 費

04 配 当 割 交 付 金 04 衛 生 費

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 05 労 働 費

06 地 方 消 費 税 交 付 金 06 農 林 業 費

07 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 07 商 工 費

08 自 動 車 取 得 税 交 付 金 08 土 木 費

09 国有提供施設等所在市町村助成交付金 09 消 防 費

10 地 方 特 例 交 付 金 10 教 育 費

11 地 方 交 付 税 11 災 害 復 旧 費

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 12 公 債 費

13 分 担 金 及 び 負 担 金 13 予 備 費

14 使 用 料 及 び 手 数 料

15 国 庫 支 出 金

16 県 支 出 金

17 財 産 収 入

18 寄 附 金

19 繰 入 金

20 繰 越 金

21 諸 収 入

22 市 債

索　　　　　　　　　　　引

科          目

歳　　　入 歳　　　出

科          目
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14

18

18

18

20

20

20

20

22

22

22

22

24

24

30

38

50

52

52

54

54

60

66

68

114

144

166

168

174

180

210

218

254

258

260
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備考

千円 千円

１

２
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４
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６
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１０

補正予算額 累計

一般会計補正予算整理表

当初 29 3

議決年月日

54,569,000
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01道路新設改良費人

　

件費（職員課） 02給

　

料 一般財源

7,869

　　別

　行　３人 03職

　

員手当等

3,274

　　

0

　

4共済費

1,800

　

1,800 1,800

　　

02私道

説

舗装助成事業（道路管

　

理課） 19負担金、補

　

助及び交付金 一般財源

　

40,000 10,

　

000 13,000

　　

03側

　

溝新設事業（道路整備

明

課） 13委託料 一般財源

30,000 27,000　事業従事職員数　１人 15工事請負費 地方債

1,400 500 1,40004狭あい道路整備事業（道路管理課） 13委託料

事

一般財源

900

　　

1

業

5工事請負費

160

　

,988 55 16,1

　

59

別　

05道路改

　

良事業（道路整備課）

区

09旅費 一般財源

65

　

8 24,329

　分 支

　事業従事職員数

　

　２人 11需用費 国県

　

支出金

232 120,

出

500

　　内

12役務費 地方債

　

37,550

　

13委託

訳

料

10

財

14使用料及び

　

賃借料

22,500

源

1

　

5工事請負費

（款

内

）08.土木費 （項

　

）02.道路橋りょう

訳

費 （目）02.道路

6

維持費
～（款）08.

6

土木費 （項）02.

,

道路橋りょう費 （目

8

）03.道路新設改良

6

費

2 31,456 66,86201道路維持費人件費（職員課） 02給料 一般財源

24,380　行　８人 03職員手当等

11,026　再任用（行）　１人 04共済費

30 226,33802道路・水路維持補修事業（道路管理課） 08報償費 一般財源

300,190 105,325 6,85211需用費 国県支出金

2,000 67,000　事業従事職員数　６人 12役務費 地方債

116,3

（

85

単位

　再任用職員

：

数　１人 13委託料

7

千

3,900

円）

15工事請負費

2,55016原材料費

77,650 250 77,65003街路樹維持管理事業（公園緑地課） 11需用費 一般財源

77,000　事業従事職員数　２人 13委託料

40014使用料及び賃借料

370,850一般財源

6,852国県支出金

67,000地方債

（単位：千円）

事　　　　　　　業　　　　　　　別　　　　

事

　　　説　　　　　　

　

　明

　

事　　業　　別

　

　　区　　分 支　　出

　

　　内　　訳 財　源　

　

内　訳

20,480 9

　

,337 20,480

　業　
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業

土木費 （項）02.

　

道路橋りょう費 （目

　

）03.道路新設改良

　

費
～（款）08.土木

　

費 （項）02.道路

　

橋りょう費 （目）0

　

4.橋りょう維持費

　別　　　　　　　説　　　　　　　明

事　　業　　別　　区　　分 支　　出　　内　　訳 財　源　内　訳

60,96317公有財産購入費

39,02019負担金、補助及び交付金

530 530 53007市道化対策事業（道路管理課） 13委託料 一般財源

53,369一般財源

24,329国県支出金

147,500地方債

（単位：千円）

事　　　　　　　業　　　　　　　別　　　　　　　説　　　　　　　明

事　　業　　別　　区　　分 支　　出　　内　　訳 財　源　内　訳

9,771 4,68

（

4 9,771

単位：千

01橋りょ

円

う維持費人件費（職員

）

課） 02給料 一般財源

3,445　行　１人 03職員手当等

1,64204共済費

2,000 10,60002橋りょう維持補修事業（道路管理課） 11需用費 一般財源

57,500 12,000 25,30013委託料 国県支出金

43,500 21,600　事業従事職員数　１人 15工事請負費 地方債

20,371一般財源

25,300国県支出金

21,600地方債

503,324

事

一般財源

64,

　

410

　

国県支出金

24

　

6,900

　

地方債

8,

　

413

　

特定財源（その

　

他）

（款）08.
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（単位：

別

千円）

　　　

事　　

　

　　　　　業　　　　

　

　　　別　　　　　　

　

　説　　　　　　　明

　説

事　　業　　別　　

　

区　　分 支　　出　　

　

内　　訳 財　源　内　

　

訳

8,171 7,67

　

4 8,070

　　　

01

明

幼児健康管理事業（こども育成課） 01報酬 一般財源

34 101　校医（内科、眼科、耳鼻科、歯科） 07賃金 特定財源（その他）

200　　　　　　　　　　　６，７３９ 08報償費

104

事　

　薬

　

剤師　　　　　　　　

業

　９３５ 12役務費

1

　

59

　別

19

　

負担金、補助及び交付

　

金

8,07

区

0

　

一般財源

101

　

特定

分

財源（その他）

支

384,225

　　出

一

　

般財源

（款）10

　

.教育費 （項）04

内

.幼稚園費 （目）0

　

1.幼稚園運営費
～（

　

款）10.教育費 （

訳

項）04.幼稚園費 

財

（目）02.幼稚園保

　

健費

源　内　訳

278,966 127,055 258,92701幼稚園運営費人件費（職員課） 02給料 一般財源

88,445　行　２人 03職員手当等 特定財源（その他）

63,466 20,039　教　３５人 04共済費

　再任用（教）　１人

30,510 401 16,79502幼稚園運営事業（こども育成課） 08報償費 一般財源

14,421 1,233　事業従事職

（

員数　２人 11需用費

単

国県支出金

2,038

位：

1

千

2役務費 特定財源（そ

円

の他）

7,839 12

）

,48213委託料

5,19214使用料及び賃借料

61919負担金、補助及び交付金

720 720 2403幼稚園備品整備事業（こども育成課） 18備品購入費 一般財源

696特定財源（その他）

20,975 100,40905幼稚園教職員人事管理事業（こども育成課） 01報酬 一般財源

101,192 78,957 78307賃金 特定財源（その他）

1,260　嘱託員　９人 09旅費

　事業従事職員数

事

　３５人

　

　再任用職員

　

数　１人

3

　

76,155

　

一般財源

　

1,233

　

国県支出金

　業

特定財源（その他）

3

　

4,000
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予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

本年度

長 等 3 27,305
10,553

2,730 40,588 6,960 47,548
(4.30)

議 員 26 187,074
80,440

267,514 73,418 340,932
(4.30)

その他の
特 別 職

1,087 526,507 7,971
143,894

797 679,169 221,517 900,686
(4.30)

計 1,116 713,581 35,276 234,887 3,527 987,271 301,895 1,289,166

前年度

長 等 3 27,305
10,303

2,730 40,338 6,978 47,316
(4.20)

議 員 26 187,074
78,569

265,643 75,811 341,454
(4.20)

その他の
特 別 職

1,111 517,099 7,971
139,609

797 665,476 212,078 877,554
(4.20)

計 1,140 704,173 35,276 228,481 3,527 971,457 294,867 1,266,324

比　較

長 等
250

250 △ 18 232
(0.10)

議 員
1,871

1,871 △ 2,393 △ 522
(0.10)

その他の
特 別 職

△ 24 9,408
4,285

13,693 9,439 23,132
(0.10)

計 △ 24 9,408 6,406 15,814 7,028 22,842

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度
(74)

3,514,554 2,753,538 6,268,092 1,277,797 7,545,889
901

前年度
(74)

3,573,620 2,792,197 6,365,817 1,245,516 7,611,333
887

比　 較 △ 59,066 △ 38,659 △ 97,725 32,281 △ 65,444
14

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度 100,350 382,279 105,950 119,731 39,209 227,760

前年度 105,786 390,545 105,488 122,626 39,740 234,199

比　 較 △ 5,436 △ 8,266 462 △ 2,895 △ 531 △ 6,439

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当
期末勤勉

手当
児童手当 合計

本年度 11,826 210,984 1,499,244 56,205 2,753,538

前年度 12,852 219,780 1,505,261 55,920 2,792,197

比　 較 △ 1,026 △ 8,796 △ 6,017 285 △ 38,659

－ 262 －



（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率  1.3％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

※（　　）は、再任用職員（外書き）

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当 支給額の改定に伴う増減分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（単位　円）
～ ～

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　　考

給　　料 △ 59,066 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

45,108

現給保障廃止に伴う

減少分

△ 30,703

その他の増減分 予算定数増減等に伴う増減分

△ 73,471 △ 73,471 901人 (74人)

887人 (74人)

14人

職員手当等 △ 38,659 給与改定に伴う増減分 35,523

35,523

制度改正に伴う増減分

△ 9,238

その他の増減分 予算定数増減等に伴う増減分

△ 64,944 △ 64,944

区　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育職

288,757 317,349

平　均　年　齢（歳） 42.5 47.4 38.5

328,832

平均給与月額（円） 415,870 439,484 420,690 405,070 410,628

平均給料月額（円） 317,780 323,045

37.1

平成２８年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円） 315,614 318,392 300,034 317,160 328,988

平均給与月額（円）

平成２９年１月１日
現　　　　在

平　均　年　齢（歳） 43.5 46.4 40.6 37.5

37.9

教育職
国 の 制 度

一般行政職

399,586 420,035 422,195 407,296 398,307

162,100 170,400

37.6

区　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職

146,100
短　大　卒 162,700 175,100 205,500 176,100
高　校　卒 150,000

大　学　卒 180,400 193,100 212,800 194,400 178,200

年齢

１８歳 147,300

２８歳 201,200

△ 10,306

1,068

予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

本年度

長 等 3 27,305
10,553

2,730 40,588 6,960 47,548
(4.30)

議 員 26 187,074
80,440

267,514 73,418 340,932
(4.30)

その他の
特 別 職

1,087 526,507 7,971
143,894

797 679,169 221,517 900,686
(4.30)

計 1,116 713,581 35,276 234,887 3,527 987,271 301,895 1,289,166

前年度

長 等 3 27,305
10,303

2,730 40,338 6,978 47,316
(4.20)

議 員 26 187,074
78,569

265,643 75,811 341,454
(4.20)

その他の
特 別 職

1,111 517,099 7,971
139,609

797 665,476 212,078 877,554
(4.20)

計 1,140 704,173 35,276 228,481 3,527 971,457 294,867 1,266,324

比　較

長 等
250

250 △ 18 232
(0.10)

議 員
1,871

1,871 △ 2,393 △ 522
(0.10)

その他の
特 別 職

△ 24 9,408
4,285

13,693 9,439 23,132
(0.10)

計 △ 24 9,408 6,406 15,814 7,028 22,842

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度
(74)

3,514,554 2,753,538 6,268,092 1,277,797 7,545,889
901

前年度
(74)

3,573,620 2,792,197 6,365,817 1,245,516 7,611,333
887

比　 較 △ 59,066 △ 38,659 △ 97,725 32,281 △ 65,444
14

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度 100,350 382,279 105,950 119,731 39,209 227,760

前年度 105,786 390,545 105,488 122,626 39,740 234,199

比　 較 △ 5,436 △ 8,266 462 △ 2,895 △ 531 △ 6,439

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当
期末勤勉

手当
児童手当 合計

本年度 11,826 210,984 1,499,244 56,205 2,753,538

前年度 12,852 219,780 1,505,261 55,920 2,792,197

比　 較 △ 1,026 △ 8,796 △ 6,017 285 △ 38,659

－ 263 －



ウ　級別職員数

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

区　　分 級

一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

平 成 ２９ 年
１月１日現在

１級 37 6.8 1 0.7 35 24.0

２級
55 10.1 1 0.7 12 8.2 9 50.0 19 54.3

３級
(40) (100.0) (21) (100.0) (12) (100.0)
125 22.9 58 41.7 19 13.0 3 16.7 7 20.0

４級 141 25.9 79 56.9 51 34.9 6 33.3 9 25.7

５級 71 13.0 15 10.3

６級 94 17.2 13 8.9

特６級 8 1.5

７級 14 2.6 1 0.7

計
(40) (100.0) (21) (100.0) (12) (100.0)
545 100.0 139 100.0 146 100.0 18 100.0 35 100.0

平 成 ２８ 年
１月１日現在

１級 28 5.3 1 0.7 23 16.2

２級
49 9.2 16 11.3 11 64.7 18 51.4

３級
(51) (100.0) (18) (100.0) (11) (100.0)
121 22.9 67 47.5 20 14.1 1 5.9 8 22.9

４級 144 27.2 73 51.8 52 36.5 5 29.4 9 25.7

５級 74 14.0 17 12.0

６級 86 16.2 13 9.2

特６級 14 2.6

７級 14 2.6 1 0.7

計
(51) (100.0) (18) (100.0) (11) (100.0)
530 100.0 141 100.0 142 100.0 17 100.0 35 100.0

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 特６級 ７級

一般行政職 事務員・技術員 書記・技手 主事・技師 主査・主任 課長補佐 室長・課長 室長 部長

区　　　　　　　分 合　　計 一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育職

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人） 901 565 133 148

号給数別内訳

２号給（人） 86 61

20 35

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 887 558 133 147 19 30

４号給（人） 801 497 130 131 15

3 16 4 2

28

６号給（人）

その他（人）

８号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％） 98.4 98.8 100.0 99.3 95.0 85.7

前
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人） 887 552 134 148 18 35

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 873 544 134 147 17 31

号給数別内訳

２号給（人） 120 79 7 30

６号給（人）

1 3

４号給（人） 753 465 127 117 16 28

８号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％） 98.4 98.6 100.0 99.3 94.4 88.6

その他（人）

－ 264 －



オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）は、再任用職員の支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

業務手当、出動手当、夜間特殊勤務手当、年末年始特別勤務手当

ケ　その他の手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　　考
６月（月分） １２月（月分）

本  年  度
(1.05) (1.20) (2.25)

有
2.075 2.225 4.30

前  年  度
(1.025) (1.175) (2.20)

有
2.025 2.175 4.20

国の制度
(1.05) (1.20) (2.25)

有
2.075 2.225 4.30

区　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

49.59
定年前早期
退職に対し

２％～４５％加算

備　　考

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期
退職に対し

２％～３０％加算

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％） 10

国の制度
（支給率等）

25.55625 34.5825 49.59

3.6

支　給　対　象　職　員　数  　（人） 975

国の指定基準に基づく支給率（％） 10

区　　　　分 全職種 一般行政職

（平成２９年１月１日現在）

技能労務職 消防職 看護保健職 教育職

給料総額に対する比率（％） 1.6 0.2 5.1

支給対象職員の比率（％）
31.5 14.0 56.8 80.3

通勤手当 一部異なる

交通機関利用者：国と同じ。

交通用具利用者：距離区分の限度、支給額とも異なる。最高支給限度額について国は60km
　　　　　　　　　　　以上31,600円であるが、本市は50km以上32,800円。

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分 国の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶養手当

住居手当 異なる

借家居住者：家賃区分、支給額とも異なる。最高支給限度額について国は27,000円であるが、
　　　　　　　　本市は32,500円。

自宅居住者：国は支給なしであるが、本市は8,400円（新築又は購入し償還金がある者８年間
　　　　　　　　10,900円）。

同　 じ

－ 265 －



　10　教育費

　02　小学校費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

　10　教育費

  03　中学校費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

（今回議決分）

　04　衛生費

　03　清掃費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

　（単位：千円）

（款）

（項）

（事業名） 　小学校教科書・副読本整備事業（社会科副読本作成支援業務委託） 　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

特 定 財 源
一般財源

（款）

（項）

（事業名） 　中学校教科書・副読本整備事業（社会科副読本作成支援業務委託）

（款）

（項）

（事業名） 　清掃事務所整備事業（清掃事務所整備工事及び工事監理委託）

市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（牧の台幼稚園・緑保育所一体化施設整備）及び市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（加茂幼稚
園・加茂保育所一体化施設整備）は、平成28年度補正予算(第4回)に上程しているものである。

　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

予算説明資料２

（議決済分）

　03　民生費

　03　児童福祉費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

28 638,634 94,856 532,000 11,000 778 638,634 638,634 98.1%

29 12,366 6,183 4,900 1,283 12,366 12,366 1.9%

計 651,000 101,039 536,900 11,000 2,061 638,634 12,366 651,000 100.0%

　03　民生費

　03　児童福祉費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

28 100,000 12,032 87,900 68 100,000 100,000 11.2%

29 0 0 0.0%

30 785,438 88,805 600,300 96,333 785,438 88.8%

計 885,438 100,837 688,200 96,401 100,000 100,000 785,438 100.0%

　04　衛生費

　01　保健衛生費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

28 1,800 1,800 1,800 1,800 64.3%

29 1,000 1,000 1,000 1,000 35.7%

計 2,800 2,800 1,800 1,000 2,800 100.0%

　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

　（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

（款）

（款）

（項）

（事業名） 　 市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（加茂幼稚園・加茂保育所一体化施設整備）

（款）

（項）

継続費についての平成２７年度末までの支出額、平成２８年度末までの支出額又は支出額の見込み
及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

（事業名） 　 市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（牧の台幼稚園・緑保育所一体化施設整備）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

　（単位：千円）

全 体 計 画

（項）

（事業名） 　健康づくり推進事業（（仮称）健幸まちづくり計画策定支援業務委託）

全 体 計 画
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　10　教育費

　02　小学校費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

　10　教育費

  03　中学校費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

（今回議決分）

　04　衛生費

　03　清掃費

平成27年度 平成28年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 見込 額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

計

　（単位：千円）

（款）

（項）

（事業名） 　小学校教科書・副読本整備事業（社会科副読本作成支援業務委託） 　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

特 定 財 源
一般財源

（款）

（項）

（事業名） 　中学校教科書・副読本整備事業（社会科副読本作成支援業務委託）

（款）

（項）

（事業名） 　清掃事務所整備事業（清掃事務所整備工事及び工事監理委託）

市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（牧の台幼稚園・緑保育所一体化施設整備）及び市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業（加茂幼稚
園・加茂保育所一体化施設整備）は、平成28年度補正予算(第4回)に上程しているものである。

　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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予算説明資料３

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

出在家団地建設事業  5～28 29～40 　 　

社会福祉法人盛幸会が行う
特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 等
「湯々館」建設資金償還金
補助事業

14～28 29～31

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行う阪神福祉センター
「ななくさ白寿荘一般介護
棟」施設整備事業に係る融
資補償

限度額

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行う阪神福祉センター
知的障害者更生施設整備事
業に係る損失補償
　　　　(平成12年度分)

限度額

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行う阪神福祉センター
知的障害者更生施設整備事
業に係る損失補償
　　　　(平成13年度分）

限度額

川西都市開発株式会社事業
運営資金に係る損失補償

　 　 　 限度額

川西市都市整備公社事業運
営資金に係る損失補償
　　　　(平成16年度分)

　 　 　 限度額

川西市都市整備公社に委託
して行う中央北地区内の建
物補償等に係る経費

建物補償等に要
する経費及び利
子相当額

協定に基
づく期間

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セン
ター整備における借入金の
償還に係る経費

限度額

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
(起業家支援資金)
(小企業事業資金）
　　　　(平成19年度分)

限度額

川西市都市整備公社事業運
営資金に係る損失補償
　　　　(平成19年度分)

　 　 　 限度額

平成 年度に川西市都市整備公社が借り入れる事業運
営資金について、平成 年度以降債務が消滅するまで
の間、融資機関に損失が生じた場合、 千円に
利子相当額を加えた額の範囲内で補償するものとす
る。

平成 年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業
運営資金について、平成 年度以降債務が消滅するま
での間、融資機関に損失が生じた場合、 千円
に利子相当額を加えた額の範囲内で補償するものとす
る。

平成 年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金
について、平成 年度から平成 年度までの間、川西
市が伊丹市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定
に基づく金額を負担するものとする。

平成 年度の借入れに伴い、平成 年度から平成 年
度まで（ 年間）に融資機関に損失が生じた場合、

千円に年 ％以内で算定される利子相当額を加
えた額の範囲内で補償するものとする｡

平成 年度の借入れに伴い、平成 年度から平成 年
度まで 年間 に融資機関に損失が生じた場合、

千円に年 ％以内で算定される利子相当額を
加えた額の範囲内で補償するものとする｡

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
  起業家支援資金　　　当該融資額の20％
  小企業事業資金      当該融資額の20％

平成 年度に川西市都市整備公社が借り入れる事業運
営資金について、平成 年度以降債務が消滅するまで
の間、融資機関に損失が生じた場合、 千円
に利子相当額を加えた額の範囲内で補償するものとす
る。

平成 年度の借入れに伴い、平成 年度から平成 年
度まで 年間 に融資機関に損失が生じた場合、

千円に年 ％以内で算定される利子相当額を
加えた額の範囲内で補償するものとする｡

債務負担行為で平成３０年度以降にわたるものについての平成２８年度末までの

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

特 定 財 源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額
特 定 財 源

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行う阪神福祉センター
ななくさ学園移転改築整備
事業にかかる融資補償

限度額

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（設備近代化資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資金）
　　　　（平成24年度分）

限度額

財務会計システム導入 26～28 29～30

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（設備近代化資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資金）
　　　　（平成25年度分）

限度額

川西都市開発株式会社事業
運営資金に係る損失補償

限度額

小学校施設耐震化・大規模
改造ＰＦＩ事業

小学校施設耐震
化・大規模改造
ＰＦＩ事業契約
に係る事業費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

29～32 限度額 限度額

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証

限度額

平成 年度の借入に伴い、平成 年度から平成 年度
まで（ 年間）に融資機関に損失が生じた場合、

千円に年 ％以内で算定される利子相当額を加
えた範囲内で補償するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  設備近代化資金　　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％

平成 年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業
運営資金について、平成 年度以降債務が消滅するま
での間、融資機関に損失が生じた場合、 千円
に利子相当額を加えた額の範囲内で補償するものとす
る。

平成25年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業
資金について、平成25年度以降債務が消滅するまでの
間、4,529,750千円に利子相当額を加えた額の範囲内
で債務を保証するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  設備近代化資金　　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額
特 定 財 源

平成 年度における地方債
証券の共同発行によって生
ずる連帯債務

平成25年度に川
西市が兵庫県、
姫路市、尼崎
市、豊岡市、朝
来市と共同発行
する地方債証券
について、元金

千 円
及びこれに対す
る利子相当額

平成 年
度まで

限度額 限度額

市民体育館及び運動場整
備・運営PFI推進事業

川西市市民体育
館等整備・運営

事業契約に
係 る 事 業 費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

29～48 限度額 限度額

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資金）
　　（平成26年度分）

限度額

けやき坂小学校校舎リース
に要する経費

27～28 29～31

シルバーハウジング緊急対
応業務

27～28 29～31

施設警備業務委託 27～28 29～31

施設清掃 29～30

施設警備業務委託 29～30

阪神北広域こども急病セン
ター改修設計における借入
金の償還に係る経費

限度額

平成 年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金
について、平成 年度から平成 年度までの間、川西
市が伊丹市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定
に基づく金額を負担するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額
特 定 財 源

平成 年度における地方債
証券の共同発行によって生
ずる連帯債務

平成26年度に川
西市が兵庫県、
姫路市、尼崎
市、豊岡市、朝
来市と共同発行
する地方債証券
について、元金

千 円
及びこれに対す
る利子相当額

平成 年
度まで

限度額 限度額

電話交換業務及び電話交換
機賃貸借に要する経費

27～28 29～34

川西市低炭素型複合施設整
備ＰＦＩ事業

川西市低炭素型
複合施設整備

事業契約に
係 る 事 業 費
10,183,320千円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

29～49 限度額 限度額

阪神北広域こども急病セン
ター改修工事における借入
金の償還に係る経費

限度額

小学校施設耐震化・大規模
改造ＰＦＩ事業（追加工事
分）

小学校施設耐震
化・大規模改造
ＰＦＩ事業契約
の変更に係る事
業費 千
円に、金利変
動、物価変動及
び税制度の変更
に伴って市が負
担する費用を加
算した額

29～32 限度額 限度額

職員定期健康診断及び特殊
業務従事者検査業務

29～30

大型ごみ有料化事務処理シ
ステム利用料

29～32

ごみ収集業務 29～30

平成 年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金
について、平成 年度から平成 年度までの間、川西
市が伊丹市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定
に基づく金額を負担するものとする。
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（今回議決分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

地域づくり一括交付金
(交付金の加算)

限度額

納税通知書等の封入等に係
る経費

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資金）

限度額

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証

限度額

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行うななくさ育成園移
転改築整備事業にかかる融
資補償

限度額

路線バス運行事業 限度額

指定道路基礎調査事業に係
る経費

30～31

道路明示管理システム構築
事業に係る経費

30～32

絹延橋第１踏切拡幅に係る
経費

限度額

事 項 限 度 額
平成 年度末まで
の支出（見込）額

当該年度以 降の
支 出 予 定 額

能勢電鉄株式会社が実施する絹延橋第１踏切拡幅工事
について、市が協定書に基づき必要となる額を限度額
として負担するものとする。

平成29年度の事業着手に伴って融資を受ける事業資金
について、平成30年度以降、債務が消滅するまでの
間、融資機関に損失が生じた場合、85,800千円に利子
相当額を加えた範囲内で補償するものとする。

平成29年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業
資金について、平成29年度以降債務が消滅するまでの
間、25,780千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債
務を保証するものとする。

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％

阪急バス株式会社が行う平野駅から多田グリーンハイ
ツ内・市立川西病院・山下駅経由、大和地域間に至る
バス運行について、平成29年度（下半期）における運
行に伴う収入が経費に満たない場合は、当該差額を限
度額として補助するものとする。

コミュニティ組織が策定する地域別計画に掲げられた
事業で、地域が課題解決のために新たに取り組む事業
であると市長が認めるものについて、1事業100万円を
限度として平成30年度の地域づくり一括交付金に加算
するものとする。

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額
特 定 財 源

平成 年度における地方債
証券の共同発行によって生
ずる連帯債務

平成27年度に川
西市が兵庫県、
姫路市、尼崎
市、豊岡市、香
美町と共同発行
する地方債証券
について、元金

千 円
及びこれに対す
る利子相当額

平成 年
度まで

限度額 限度額

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証
　　　　（平成28年度分）

限度額

小中学校及び幼稚園等空調
設備整備ＰＦＩ事業

小中学校及び幼
稚園等空調設備
整備ＰＦＩ事業
契約に係る事業
費 千
円に、金利変
動、物価変動及
び税制度の変更
に伴って市が負
担する費用を加
算した額

29～42 限度額 限度額

小学校通学路の防犯カメラ
整備に要する経費

29～33

デジタル画像診断装置等賃
貸借

29～33

けやき坂小学校校舎リース
に要する経費

29～33

施設清掃業務委託 29～31

施設警備業務委託 29～31

施設警備業務委託 29～33

施設設備保守管理業務委託 29～31

備　考

平成 年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業
資金について、平成 年度以降債務が消滅するまでの
間、 千円に利子相当額を加えた額の範囲内
で債務を保証するものとする。

川西市土地開発公社事業資金に係る債務保証(平成28年度分)は、平成28年度補正予算(第4回)に上程しているものである。
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（今回議決分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

地域づくり一括交付金
(交付金の加算)

限度額

納税通知書等の封入等に係
る経費

川西市中小企業振興資金融
資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資金）

限度額

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証

限度額

社会福祉法人阪神福祉事業
団が行うななくさ育成園移
転改築整備事業にかかる融
資補償

限度額

路線バス運行事業 限度額

指定道路基礎調査事業に係
る経費

30～31

道路明示管理システム構築
事業に係る経費

30～32

絹延橋第１踏切拡幅に係る
経費

限度額

事 項 限 度 額
平成 年度末まで
の支出（見込）額

当該年度以 降の
支 出 予 定 額

能勢電鉄株式会社が実施する絹延橋第１踏切拡幅工事
について、市が協定書に基づき必要となる額を限度額
として負担するものとする。

平成29年度の事業着手に伴って融資を受ける事業資金
について、平成30年度以降、債務が消滅するまでの
間、融資機関に損失が生じた場合、85,800千円に利子
相当額を加えた範囲内で補償するものとする。

平成29年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業
資金について、平成29年度以降債務が消滅するまでの
間、25,780千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債
務を保証するものとする。

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づ
く以下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会
に損失が生じた場合は、以下の額を限度額として補償
するものとする。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％

阪急バス株式会社が行う平野駅から多田グリーンハイ
ツ内・市立川西病院・山下駅経由、大和地域間に至る
バス運行について、平成29年度（下半期）における運
行に伴う収入が経費に満たない場合は、当該差額を限
度額として補助するものとする。

コミュニティ組織が策定する地域別計画に掲げられた
事業で、地域が課題解決のために新たに取り組む事業
であると市長が認めるものについて、1事業100万円を
限度として平成30年度の地域づくり一括交付金に加算
するものとする。
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予算説明資料４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方債の平成２７年度末における現在高並びに平成２８年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成２７年度末 平成２８年度末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１  普通債

総 務

庁 舎

民 生

衛 生

清 掃

農 林

商 工

土 木

住 宅

消 防

教 育

２  災害復旧債

土木及び農 林等

３  その他

災 害 援 護 資 金

減 税 補 て ん 債

(3)  　借 換 債

(4)  　臨時税収補てん債

(5)  　臨時財政対 策債

(6)  　減 収 補 て ん 債

(7)  　地域再生事 業債

合　　 　計　　

　平成２８年度末現在高見込額は、平成２８年度補正予算（第４回）に上程している数字である。

　上記調書の現在高等には水道事業会計からの借入に係る金額を含まない。

区　　　　分

備　考

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

　　　　　　　　　　　　　

－ 274 －



 

 

                

 

 

    

  

 

特別会計歳入歳出予算説明書 

 
 
 
                                                                                  
                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 275 －





 

 

 

 

 

 

 

 

川 西 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計                                 
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予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

職員手当
等の内訳

248

合計

51,26929,732

比　 較 △ 88 483

前年度 762 7,543 2,402

△ 244

28,762 360

管理職員特
別勤務手当

管理職手当

49,9513,693

比　 較 606 14 △ 115

960

区　分

△ 928 20

2,720

3,077 140 2,964

住居手当 宿日直手当

本年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

1,368 7,557 2,287 2,149 160

505 350 855
1

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当

120,765 25,013 145,778
21

比　 較
(△ 1)

△ 813 1,318

25,363 146,633

合　　計

22

前年度
(1)

70,814 49,951

本年度 70,001

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費

51,269 121,270

備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当等

計

その他の
特 別 職

比　較

長 等

812812

812812

議 員
前年度

長 等

計 12 812

その他の
特 別 職

12 812

812

812

812

812

12 812

本年度

長 等

計

その他の
特 別 職

報酬
期末手当

議 員

年間支給

12 812

その他
の手当

給料
合　計

率（月分）
計

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
地域手当

寒冷地
手   当

議 員

計

児童手当

1,318970 600

期末勤勉
手当

本年度 160 4,176

前年度
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（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　2.3％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当 支給額の改定に伴う増減分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

給与改定に伴う増減分 654職員手当等

(1人)

(△1人)

22人

現給保障廃止に伴う

減少分

18

説　　　　明

予算定数増減等に伴う増減分

平成２８年１月１日
現　　　　在

平成２９年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

21人

35.0

303,461

746

平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

その他の増減分

一般行政職

252,217

33.4

平　均　年　齢（歳）

△ 2,243

1,318

△ 202

※（　　）は、再任用職員（外書き）

区　　分 増減額 増減事由別内訳

区　　　　　　分

654

249,991

△ 813 給与改定に伴う増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

備　　　　　考

746

△ 2,243

1,632

1人

△ 100

給　　料

制度改正に伴う増減分

△ 82

予算定数増減等に伴う増減分

平均給与月額（円） 317,886

平均給料月額（円）
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ウ　級別職員数 オ　期末手当・勤勉手当

（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（級別の標準的な職務内容）
（一般会計に同じ）

エ　昇給

４号給（人）

21

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

４号給（人）

21

６号給（人）

21

(100.0)

20

100.0

4.8

30.0

(100.0)

3

8

100.0

前
　
　
年
　
　
度

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

その他（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

号給数別内訳

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

８号給（人）

その他（人）

８号給（人）

本
　
　
年
　
　
度

計

(100.0)

計

７級

(1)

22

22

22

21

２号給（人）

７級

５級

1

15.0

2

6

一般行政職

平 成 ２８年
１月１日現在

区　　　　　　　分

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

特６級

100.0

号給数別内訳 ６号給（人）

(1)

２号給（人）

(100.0)

10

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域

9.5

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

川西市内全域

10

38.1

14.3

3

20.0

15.0

15.0

３級

5.0６級

２級

(1)

４級

3

級

３級

２級 19.0

国の指定基準に基づく支給率（％）

22平 成 ２９ 年
１月１日現在

3

3

６級

区　　分

１級 4

５級 1

特６級

(1)

4

１級

構成比
（％）

４級

職員数
（人）

一般行政職

14.3

100.0

支給対象職員の比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分 一般行政職

税務手当

（平成２９年１月１日現在）

給料総額に対する比率（％）

－ 316 －
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－ 317 －





－ 319 －



－ 320 －



－ 321 －



－ 322 －



－ 323 －



－ 324 －



－ 325 －



－ 326 －



－ 327 －



－ 328 －



－ 329 －



予算説明資料

１一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　0.0％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

78

減少分

現給保障廃止に伴う

その他の増減分

△ 25

その他の増減分

△ 823

△ 228

職員手当等 △ 770

2人

△ 823

給与改定に伴う増減分 78

※（　　）は、再任用職員（外書き）

予算定数増減等に伴う増減分

△ 120

備　　　　　考

△ 16 △ 55

給与改定に伴う増減分△ 228

説　　　　明

比　 較 △ 770

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

期末勤勉
手当

本年度

546

546

100

比　 較 △ 78 △ 31 △ 105 △ 415 50

宿日直手当

本年度 943 221 101 150
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

2

比　 較 △ 228 △ 770 △ 998 74 △ 924

18,134

前年度 9,108 6,566 15,674 3,384 19,058

本年度 8,880
2

5,796

前年度 78 974 326 516

共済費

14,676 3,458

給　　料

6,566

報　　酬 職員手当等 計

児童手当

3,835

16 3,890 120

△ 228

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

合計

5,796

予算定数増減等に伴う増減分

給　　料

2人

増減事由別内訳

△ 25

制度改正に伴う増減分

区　　分 増減額

昇給に伴う増加分

－ 330 －



予算説明資料

１一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　0.0％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

78

減少分

現給保障廃止に伴う

その他の増減分

△ 25

その他の増減分

△ 823

△ 228

職員手当等 △ 770

2人

△ 823

給与改定に伴う増減分 78

※（　　）は、再任用職員（外書き）

予算定数増減等に伴う増減分

△ 120

備　　　　　考

△ 16 △ 55

給与改定に伴う増減分△ 228

説　　　　明

比　 較 △ 770

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

期末勤勉
手当

本年度

546

546

100

比　 較 △ 78 △ 31 △ 105 △ 415 50

宿日直手当

本年度 943 221 101 150
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

2

比　 較 △ 228 △ 770 △ 998 74 △ 924

18,134

前年度 9,108 6,566 15,674 3,384 19,058

本年度 8,880
2

5,796

前年度 78 974 326 516

共済費

14,676 3,458

給　　料

6,566

報　　酬 職員手当等 計

児童手当

3,835

16 3,890 120

△ 228

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

合計

5,796

予算定数増減等に伴う増減分

給　　料

2人

増減事由別内訳

△ 25

制度改正に伴う増減分

区　　分 増減額

昇給に伴う増加分

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与 エ　昇給

イ　初任給

（一般会計に同じ）

ウ　級別職員数

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

区　　　　　　分

区　　分

一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

（一般会計に同じ）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

２号給（人）

８号給（人）

平成２９年１月１日
現　　　　在

その他（人）

号給数別内訳

２号給（人）

一般行政職

478,476

前
　
　
年
　
　
度

６号給（人）

本
　
　
年
　
　
度

平均給料月額（円）

８号給（人）

305,772

42.1

平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

365,728

378,672

50.4

４級 1 50.0

１級

平成２８年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

2

10

区　　　　分

1 50.0

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％） 10

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

２級

６級

計 100.0

３級

国の指定基準に基づく支給率（％）

一般行政職

平 成 ２８ 年
１月１日現在

５級

７級

 　

支給対象職員の比率（％）

（平成２９年１月１日現在）

給料総額に対する比率（％）

特６級

代表的な特殊勤務手当の名称

100.0

６級

2

７級

特６級

平 成 ２９ 年
１月１日現在

５級

50.0

計

2平均給与月額（円）

その他（人）

平　均　年　齢（歳）

50.0４級

３級

１級

級

1

２級

1

一般行政職

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

2

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 2

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

６号給（人）

2

４号給（人）

号給数別内訳

100.0

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

2

2

区　　　　　　　分

2

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

100.0

４号給（人）

－ 331 －
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－ 333 －





－ 335 －



－ 336 －



－ 337 －



－ 338 －



－ 339 －



－ 340 －



－ 341 －



－ 342 －



－ 343 －



－ 344 －



－ 345 －



－ 346 －



－ 347 －



－ 348 －



－ 349 －



予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

本年度 546

546

期末勤勉
手当

2,017

1,567

合計

3,211

2,791

比　 較 82 14 △ 126

126前年度 434 118

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度 516 132

1,564

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

814 420 1,234 330

1

比　 較

前年度 3,792 2,791 6,583 1,334 7,917

9,481本年度 4,606
1

職員手当等 計 共済費

3,211 7,817 1,664

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料

計

その他の
特 別 職

議 員
比　較

長 等

481 481

481481
その他の
特 別 職

6 481

議 員
前年度

長 等

計 6 481

481

481 481計 6 481

481
その他の
特 別 職

6 481

率（月分）

本年度

長 等

議 員

寒冷地
手   当

その他
の手当

計

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計

年間支給

備考
報酬 給料

期末手当

420

児童手当

地域手当

450

－ 350 －



予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

本年度 546

546

期末勤勉
手当

2,017

1,567

合計

3,211

2,791

比　 較 82 14 △ 126

126前年度 434 118

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度 516 132

1,564

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

814 420 1,234 330

1

比　 較

前年度 3,792 2,791 6,583 1,334 7,917

9,481本年度 4,606
1

職員手当等 計 共済費

3,211 7,817 1,664

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料

計

その他の
特 別 職

議 員
比　較

長 等

481 481

481481
その他の
特 別 職

6 481

議 員
前年度

長 等

計 6 481

481

481 481計 6 481

481
その他の
特 別 職

6 481

率（月分）

本年度

長 等

議 員

寒冷地
手   当

その他
の手当

計

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計

年間支給

備考
報酬 給料

期末手当

420

児童手当

地域手当

450

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　0.0％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当

住居手当

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

20

20

現給保障廃止に伴う

減少分

1人

※（　　）は、再任用職員（外書き）

31.9

区　　　　　　分 一般行政職

平成２９年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円） 183,900

職員手当等

317,560

23.3

その他の増減分

その他の増減分

平　均　年　齢（歳）

予算定数増減等に伴う増減分

400

予算定数増減等に伴う増減分

814

昇給に伴う増加分

区　　分 増減額 増減事由別内訳 備　　　　　考説　　　　明

給　　料 814 給与改定に伴う増減分

400

1人

平均給与月額（円）

814

平成２８年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円） 279,398

平　均　年　齢（歳）

平均給与月額（円）

216,384

給与改定に伴う増減分420

制度改正に伴う増減分

－ 351 －



ウ　級別職員数 オ　期末手当・勤勉手当

（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

前
　
　
年
　
　
度

６号給（人）

８号給（人）

２号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人） 1

100.0

その他（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 1

1

号給数別内訳

４号給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 1
本
　
　
年
　
　
度

1

号給数別内訳

２号給（人）

４号給（人）

区　　　　　　　分 一般行政職

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人） 1

７級

計 1 100.0

６級

特６級

 　

５級

４級 代表的な特殊勤務手当の名称1 100.0

３級
支給対象職員の比率（％）

（平成２９年１月１日現在）

区　　　　分 一般行政職

平 成 ２８ 年
１月１日現在

１級

２級 給料総額に対する比率（％）

平 成 ２９年
１月１日現在

７級

計 1 100.0

３級

２級

特６級

６級

５級

４級

級
一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

１級 1 100.0

10

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％） 10

支　給　対　象　職　員　数  　（人） 1

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％） 100.0

６号給（人）

８号給（人）

その他（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

区　　分

－ 352 －
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－ 353 －





－ 355 －



－ 356 －



－ 357 －



－ 358 －



－ 359 －



－ 360 －



－ 361 －



－ 362 －



－ 363 －



－ 364 －



－ 365 －



－ 366 －



－ 367 －



－ 368 －



－ 369 －



－ 370 －



－ 371 －



－ 372 －



－ 373 －



－ 374 －



－ 375 －



－ 376 －



－ 377 －



－ 378 －



－ 379 －



－ 380 －



－ 381 －



－ 382 －



－ 383 －



予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

23,670 240

比　 較 △ 6 239 1,953 240

前年度 230 3,501

児童手当

本年度 224 3,740 25,623 480

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

△ 545 △ 160

合計

比　 較 786 211 341

期末勤勉
手当

2,220 2,960前年度 372 6,183 1,263

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度 1,158 6,394 1,604 1,675 2,800

5,716
1

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

1,169 3,059 4,228 1,488

15

比　 較
(△ 1)

前年度
(1)

57,875 40,639 98,514 19,243 117,757

123,473本年度 59,044
16

職員手当等 計 共済費

43,698 102,742 20,731

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計

4,960 600 5,560

備　　考
報　　酬 給　　料

1,029計 3 3,931

600 5,560
1,029
(0.10)

その他の
特 別 職

3 3,931

議 員

4,960
比　較

長 等

54,170 6,082 60,2527,269

6,082 60,252
(4.20)

54,170
その他の
特 別 職

91 46,901
7,269

議 員
前年度

長 等

計 91 46,901

59,130 6,682 65,812

59,130

計 94 50,832 8,298

議 員

その他の
特 別 職

94 50,832
8,298

6,682 65,812
(4.30)

合　計

率（月分）

本年度

長 等

その他
の手当

計年間支給
期末手当

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
報酬 給料 地域手当

寒冷地
手   当

職員手当
等の内訳

43,698

40,639

3,059

－ 384 －



予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

23,670 240

比　 較 △ 6 239 1,953 240

前年度 230 3,501

児童手当

本年度 224 3,740 25,623 480

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

△ 545 △ 160

合計

比　 較 786 211 341

期末勤勉
手当

2,220 2,960前年度 372 6,183 1,263

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度 1,158 6,394 1,604 1,675 2,800

5,716
1

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

1,169 3,059 4,228 1,488

15

比　 較
(△ 1)

前年度
(1)

57,875 40,639 98,514 19,243 117,757

123,473本年度 59,044
16

職員手当等 計 共済費

43,698 102,742 20,731

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計

4,960 600 5,560

備　　考
報　　酬 給　　料

1,029計 3 3,931

600 5,560
1,029
(0.10)

その他の
特 別 職

3 3,931

議 員

4,960
比　較

長 等

54,170 6,082 60,2527,269

6,082 60,252
(4.20)

54,170
その他の
特 別 職

91 46,901
7,269

議 員
前年度

長 等

計 91 46,901

59,130 6,682 65,812

59,130

計 94 50,832 8,298

議 員

その他の
特 別 職

94 50,832
8,298

6,682 65,812
(4.30)

合　計

率（月分）

本年度

長 等

その他
の手当

計年間支給
期末手当

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
報酬 給料 地域手当

寒冷地
手   当

職員手当
等の内訳

43,698

40,639

3,059

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　1.4％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当 支給額の改定に伴う増減分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

職員手当等 3,059

577

※（　　）は、再任用職員（外書き）

予算定数増減等に伴う増減分

737 16人

1人 (△1人)

15人 (1人)

316,545

369,375

39.1

374,967

39.9

平成２８年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

平　均　年　齢（歳）

平成２９年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

373,060

40.7

その他の増減分

平　均　年　齢（歳）

一般行政職

予算定数増減等に伴う増減分

2,638

324,241

41.1

平均給与月額（円）

給与改定に伴う増減分

294,091

区　　　　　　分 看護保健職

737

その他の増減分

293,838

平均給与月額（円）

402,946

828

備　　　　　考区　　分 増減額 増減事由別内訳

給与改定に伴う増減分

説　　　　明

昇給に伴う増加分

減少分

△ 396

2,638

給　　料 1,169

現給保障廃止に伴う

△ 30

△ 126

制度改正に伴う増減分

△ 156

577

－ 385 －



ウ　級別職員数 オ　期末手当・勤勉手当

（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

100.0

3

3

100.0

3

33.4
平 成 ２８ 年
１月１日現在

11

(1) (100.0)
計

３級

５級 1

号給数別内訳

100.0

８号給（人）

12

その他（人）

４号給（人）

６号給（人）

12職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

前
　
　
年
　
　
度

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 12

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

13

川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

100.0

２号給（人）

100.0

10

 　

区　　　　分 看護保健職

支　給　対　象　職　員　数  　（人） 16

国の指定基準に基づく支給率（％）

一般行政職

 　代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（平成２９年１月１日現在）

構成比
（％）

1 33.3

1 33.3

3

看護保健職

3

3

3 100.0

33.3

36.3

1

9.1

9.1

13

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

２号給（人）

４号給（人）

100.0

６号給（人）

13

その他（人）

号給数別内訳

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

６級 1

4４級

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

８号給（人）

１級

特６級

７級

3

1

33.3

33.4

看護保健職
職員数
（人）

1

4 36.4 1

8.31

100.0
計

構成比
（％）

2 16.7

1

区　　分 級

特６級

(100.0)(1)

1 9.1

１級

一般行政職

平 成 ２９ 年
１月１日現在

７級

５級

10

２級

３級
(1)

3

8.3

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域
25.0

(100.0)

職員数
（人）

２級

区　　　　　　　分 一般行政職

12

４級

６級

16

合　　計

16

16

100.0

100.0

15

15

15

(1) (100.0)

3 25.0

2 16.7

－ 386 －



 

 

 

 

 

 

 

 

川 西 市 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計                                 

－ 387 －





－ 389 －



－ 390 －



－ 391 －



－ 392 －



－ 393 －



－ 394 －



－ 395 －



－ 396 －



－ 397 －



予算説明資料

地方債の平成２７年度末における現在高並びに平成２８年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成２７年度末 平成２８年度末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 先行取得債

用 地 先 行 取 得

土 地 開 発 公 社
用 地 買 い 戻 し

借 換 債

合　　 　計　　

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

－ 398 －



 

 

 

 

 

 

 

 

川西市中央北地区土地区画整理事業特別会計                                   

－ 399 －





－ 401 －



－ 402 －



－ 403 －



－ 404 －



－ 405 －



－ 406 －



－ 407 －



－ 408 －



－ 409 －



－ 410 －



－ 411 －



－ 412 －



－ 413 －



－ 414 －



－ 415 －



予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

合計

41,693

42,807

△ 1,114

職員手当
等の内訳

管理職手当

3,180

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

本年度

長 等

その他の
特 別 職

17 5,269

議 員

1,455
6,724 1,130 7,854

(4.30)

計 17 5,269 1,455 6,724 1,130 7,854

前年度

長 等

計 18 7,845

議 員

その他の
特 別 職

18 7,845
2,221

1,872 11,938
(4.20)

10,066

2,221 10,066 1,872 11,938

比　較

長 等

議 員

その他の
特 別 職

△ 1 △ 2,576
△ 766
(0.10)

△ 3,342 △ 742 △ 4,084

計 △ 1 △ 2,576 △ 766 △ 3,342 △ 742 △ 4,084

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度 48,157
13

41,693 89,850 18,559 108,409

前年度
(1)

49,881 42,807 92,688 17,668 110,356
13

比　 較
(△ 1)

△ 1,724 △ 1,114 △ 2,838 891 △ 1,947

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度 2,040 5,345 1,727 1,765 5,500

前年度 1,836 5,505 1,940 1,392 6,370

比　 較 204 △ 160 △ 213 373 △ 870

期末勤勉
手当

児童手当

本年度 144 3,243 21,314 615

区　分
管理職員特
別勤務手当

21,162 990

比　 較 △ 288 63 152 △ 375

前年度 432

－ 416 －



予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括

（単位　千円）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

合計

41,693

42,807

△ 1,114

職員手当
等の内訳

管理職手当

3,180

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

本年度

長 等

その他の
特 別 職

17 5,269

議 員

1,455
6,724 1,130 7,854

(4.30)

計 17 5,269 1,455 6,724 1,130 7,854

前年度

長 等

計 18 7,845

議 員

その他の
特 別 職

18 7,845
2,221

1,872 11,938
(4.20)

10,066

2,221 10,066 1,872 11,938

比　較

長 等

議 員

その他の
特 別 職

△ 1 △ 2,576
△ 766
(0.10)

△ 3,342 △ 742 △ 4,084

計 △ 1 △ 2,576 △ 766 △ 3,342 △ 742 △ 4,084

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度 48,157
13

41,693 89,850 18,559 108,409

前年度
(1)

49,881 42,807 92,688 17,668 110,356
13

比　 較
(△ 1)

△ 1,724 △ 1,114 △ 2,838 891 △ 1,947

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度 2,040 5,345 1,727 1,765 5,500

前年度 1,836 5,505 1,940 1,392 6,370

比　 較 204 △ 160 △ 213 373 △ 870

期末勤勉
手当

児童手当

本年度 144 3,243 21,314 615

区　分
管理職員特
別勤務手当

21,162 990

比　 較 △ 288 63 152 △ 375

前年度 432

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

平均昇給率　2.0％

課長補佐級以上の職員について

現給保障廃止

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

扶養手当 支給額の改定に伴う増減分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

△ 598

13人

現給保障廃止に伴う

減少分

463

△ 1,415

予算定数増減等に伴う増減分

△ 2,110

463

平均給与月額（円）

36.9

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一般行政職

△ 1,114

△ 1,415

その他の増減分

277,527

389,586

区　　　　　　分

予算定数増減等に伴う増減分

平成２９年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

平　均　年　齢（歳）

平成２８年１月１日
現　　　　在

給与改定に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

備　　　　　考区　　分 増減額 増減事由別内訳

給　　料 △ 1,724

説　　　　明

平　均　年　齢（歳）

280,531

378,164

39.6

(△1人)

職員手当等

(1人)

△ 2,110

984

その他の増減分

13人

制度改正に伴う増減分 △ 36

△ 162 △ 126

－ 417 －



ウ　級別職員数 オ　期末手当・勤勉手当

（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

※（　　）は、再任用職員（外書き）

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

５級

６級

38.4

級

15.4

5

一般行政職
職員数
（人）

(1) (100.0)

１級

３級

区　　分 構成比
（％）

1

７級

3

計
13 100.0

2

(1)

４級

２級

平 成 ２９ 年
１月１日現在 2 15.4

7.7

特６級

23.1

13.3

2 13.3

2

(100.0)

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

２号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

６号給（人）

２級

３級

平 成 ２８年
１月１日現在

特６級

７級

４級

５級

１級

６級

４号給（人）

100.0計

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

(2)

 　

支給対象職員の比率（％）

区　　　　　　　分

13.3

一般行政職

13

13

46.8

13.3

８号給（人）

15

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

（平成２９年１月１日現在）

(100.0)

7

(100.0)

2

2

(2)

川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％） 10

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域

一般行政職

支　給　対　象　職　員　数  　（人） 13

国の指定基準に基づく支給率（％） 10

区　　　　分

前
　
　
年
　
　
度

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人） 13

号給数別内訳

２号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％） 100.0

８号給（人）

その他（人）

その他（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

４号給（人）

６号給（人）

13

13

100.0

号給数別内訳

13

予算説明資料２

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

中央北地区ＰＦＩ事業

中央北地区の整
備 等 に 係 る
ＰＦＩ事 業 費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

29～34 限度額 限度額

平成 年度における地方債
証券の共同発行によって生
ずる連帯債務

平成24年度に川
西市が兵庫県、
姫路市、豊岡
市、朝来市、尼
崎市と共同発行
する地方債証券
について、元金

千 円
及びこれに対す
る利子相当額

平成 年
度まで

限度額 限度額

キセラ川西ＰＦＩ事業

キセラ川西ＰＦ
Ｉ事業協定変更
に係る事業費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に基
づく改定を行っ
た額に、消費税
及び地方消費税
を加算した金額

29～34 限度額 限度額

（単位：千円）

特 定 財 源

債務負担行為で平成３０年度以降にわたるものについての平成２８年度末までの

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

－ 418 －



予算説明資料２

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

中央北地区ＰＦＩ事業

中央北地区の整
備 等 に 係 る
ＰＦＩ事 業 費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

29～34 限度額 限度額

平成 年度における地方債
証券の共同発行によって生
ずる連帯債務

平成24年度に川
西市が兵庫県、
姫路市、豊岡
市、朝来市、尼
崎市と共同発行
する地方債証券
について、元金

千 円
及びこれに対す
る利子相当額

平成 年
度まで

限度額 限度額

キセラ川西ＰＦＩ事業

キセラ川西ＰＦ
Ｉ事業協定変更
に係る事業費

千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に基
づく改定を行っ
た額に、消費税
及び地方消費税
を加算した金額

29～34 限度額 限度額

（単位：千円）

特 定 財 源

債務負担行為で平成３０年度以降にわたるものについての平成２８年度末までの

左 の 財 源 内 訳当該年度以 降の
支 出 予 定 額

平成 年度末まで
の支出（見込）額

一般財源

事 項 限 度 額

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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予算説明資料３

地方債の平成２７年度末における現在高並びに平成２８年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成２７年度末 平成２８年度末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 土地区画整理事業債

土 地 区 画 整 理
事 業 債

 借換債

合　　 　計　　

備　考 平成２８年度末現在高見込額は、平成２８年度補正予算（第１回）に上程している数字である。

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

－ 420 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この冊子は、260 部作成し、1部当たりの単価は約 864 円です。 
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